



































A Study of the Welfare Regime in Post-WW Ⅱ Japan：

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（電気通信産業労働組合，12組合），1964年の IMF ― JC 結成が鉄鋼，電機，造船，自動車，機械の大企業労連）など。
146）久米（1998）119頁。
147）樋渡（1991）20〜23頁。
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　その結果，まず賃金上昇ということでは，産業
間，産業内での「賃金の平準化」，特に「中位平準
化」とも呼ばれる現象が生じた。企業内での賃金体
系が平等主義的になり，また企業の規模による賃金
格差も縮小した。たとえば，1963年に新卒従業員の
23.6倍だった社長の報酬（税引き前）が1980年には
14.5倍にまで縮まったといわれる148）。そこでの賃金
上昇のレベルは，生産性との関係で見ると，高成長
産業においては，低めの賃金上昇が，一方，低成
長産業においては高めの賃金上昇が実現されてい
た149）。また，企業の規模からは，春闘による賃上
げは，大企業労働者には賃上げ抑制的に，中小企業
労働者には引き上げ的に作用して，大企業の競争的
寡占の維持と両立可能な水準で労働者の賃上げ額を
平準化した。そして，中核的な（競争的寡占産業
の）大企業では，雇用保障を前提に企業内福祉との
交換で賃金抑制への協力を求められ，いわば「終身
雇用」の保証と引き換えに労使協調を調達したわけ
である。一方，中小企業においては，企業の安定性
が相対的に低く，労働生産性も一般に低く，労働力
の流動性も高かったが，労働市場の逼迫を背景に，
春闘相場が波及し，大企業並の賃上げが確保されて
いった150）。
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